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（株）日立製作所 中央研究所 新世代コンピューティ
ングＰＪ シニアプロジェクトマネージャ（ＰＪリーダ）
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元ソニー（株）業務執行役員 SVP、環境、技術渉外
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③産学官の役割分担の在り方
【項目例】

➢研究開発における政府の役割の在り方、人材育成や次世代への
技術伝承、技術の海外流出防止等における産学官の役割分担に
ついて、どのように考えるか。

情報通信政策部会が決定した「検討アジェンダ」において研究開発
戦略として検討すべき事項

①今後取り組むべき研究開発課題
【項目例】

➢「新成長戦略」や次期「科学技術基本計画」の柱になっている「グ
リーンイノベーション」及び「ライフ・イノベーション」、その他我が国
が直面する重要課題（我が国の産業競争力の強化等）を推進する
上で取り組むべきＩＣＴ分野における研究開発課題は何か。

②研究開発の仕組み（システム）の在り方
【項目例】

➢技術シーズを事業化につなげていく上での解決すべき課題及びその解決
に向けた方策は何か。

➢教育、福祉、医療・介護、行政、観光、農業等の様々な分野におけるＩＣＴ
の利活用を進めていく上での研究開発の果たすべき役割、研究開発成果
を普及させるための技術実証の在り方として望ましい仕組みは何か。

➢地域コミュニティのニーズ（実需）に合致した研究開発の推進方策は何か。
➢複数の企業等が連携したオープンイノベーションを推進するための拠点の

在り方として、その役割・機能の強化方策は何か。
➢国の研究開発推進のための仕組み（基礎研究、競争的資金、戦略的知財

マネジメント等）を改善するための方策は何か。
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審 議 経 過

計８回の委員会を開催して審議を行い、研究開発戦略に関する報告書のとりまとめを行った。

第１回委員会（平成２３年２月２８日）
委員会の運営方法、審議方針及び審議スケジュール等について審議を行い、企業・団体からのプレゼンテーションが行われ、

その内容に関する議論を行った。

第２回委員会（平成２３年３月７日）
企業・団体からのプレゼンテーションが行われ、その内容に関する議論を行った。

第３回委員会（文書審議）（平成２３年４月４日～平成２３年４月８日）
企業・団体からのプレゼンテーションが行われ、その内容に関する議論を行った。

第４回委員会（平成２３年５月１３日）
情報通信審議会情報通信政策部会で行われたパブリックコメントの結果の報告と、東日本大震災を踏まえた追加のプレゼン

テーションを行った。また、委員会報告のとりまとめに向けた論点整理（案）について議論を行った。

第５回委員会（平成２３年５月１９日）
委員会報告のとりまとめに向けた論点整理（案）について議論を行った。

第６回委員会（平成２３年６月１０日）
研究開発戦略委員会の報告書案について審議を行った。

第７回委員会（平成２３年６月２４日）
研究開発戦略委員会の報告書案について審議を行った。

第８回委員会（平成２３年７月７日）
研究開発戦略委員会の報告書案について審議を行い、とりまとめを行った。
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研究開発戦略委員会 報告書の全体構成
～震災からの復興と日本の再生に向けたＩＣＴの研究開発戦略について～

・環境問題等地球規模の問題が顕在化、資源・エネルギー等の国際的な獲得競争の激化、経済のグローバル化の加速、新興国市場の競争が一層激化。

・利用者ニーズの多様化、長期的労働力の減少、国内市場の縮小等の状況下において、科学技術力と人材こそが国際的地位を保持し続けるための資源。

・東日本大震災による未曾有の被害、社会的・経済的な深刻な影響 → あらゆる政策手段を動員して震災対応に取り組むことが必要

・第４期科学技術基本計画： ①「復興・再生、災害からの安全性向上への対応」、②環境・エネルギーの「グリーン・イノベーションの推進」、

③医療・介護・健康の「ライフ・イノベーションの推進」、④基礎研究の振興及び人材育成の強化

・政府負担による研究費：対ＧＤＰ比で０．７％の低水準で推移 ・民間企業の研究開発費の削減傾向 ・欧米や韓国の政府による研究開発支援の強化

第２章
今後取り組むべき
研究開発課題

第２章
今後取り組むべき
研究開発課題

第１章
研究開発に関す
る内外の動向

第１章
研究開発に関す
る内外の動向

（別添）
研究開発戦略マップ

②ワイヤレス

③セキュアネットワーク

④宇宙通信システム技術

⑤革新機能創成技術

（４）東日本大震災を踏まえた復興・再生、
災害からの安全性向上への対応

（１）グリーン・イノベーションの推進

①ＩＣＴの活用による省エネルギー化・低炭素化
（スマートグリッドに関する通信技術等）

②ＩＣＴそのものの省エネルギー化・低炭素化
（フォトニックネットワーク技術等）

（２）ライフ・イノベーションの推進

→国際標準化戦略を含めた知的財産戦略と一体的に推進
→日々刻々と変化する社会ニーズ等を踏まえながら研究開発戦略マップを定期的に更新（情報通信審議会の審議体制等について今後検討）

○ 事業化までの全体シナリオを描き､プロジェクトの管理等の管理業務を遂行する能力を有する

プロデューサー等の育成・発掘

○ インターン制度等を活用したバランス感覚を備えた人材の育成

○ 海外研究者の招へい及び国際的な研究交流に対する支援によるグローバル人材の育成・確保

○ 技術伝承のための対応 ○ 産業界と大学の間の人材需給のミスマッチの解消

○ 研究開発プロジェクトや競争的資金等を活用した人材育成の推進

（１）人材の育成 【産業界、大学、国、公的研究機関等が連携協力して人材育成を推進】

○ 研究開発の初期段階から基本概念の標準化を進め、研究に関わる様々な活動を有機的に
組み合わせて、同時並行的に推進していくことが必要

○ 研究開発の初期の段階からテストベッドを構築した上での研究開発の推進

○ 中小企業・ベンチャーが実用化に向けた研究開発の助成措置が必要

○ 実用化までを見据えて関係機関の調整を行うコーディネータの配置や連携の場の設定が有効

○ 競争的資金の活用による研究開発に多段階選抜方式を導入し、中小企業の研究開発を推進

（２）研究開発の効果的な推進の仕組み【研究開発、標準化、事業化モデル構築等を総合的に捉え

て、戦略性のある計画を策定】

○ 国際共同研究や国際実証実験の実施を通じたオープンイノベー

ション環境の構築

○ 関係府省、自治体等の関係機関の連携協力した幅広い支援

（３）国際競争力の強化
【産業として日本に国富をもたらす総合的な仕組み作り】

○ 産学官連携による地域ニーズに合致した研究開発の促進

○ 研究機関が集積した地域の特性を活かして研究開発拠点の

活性化

（４）地域の研究開発

○ PDCAサイクルの効果的な運用をするとともに、事前・採択・
継続・中間・終了・追跡の各段階における評価の徹底・見直し、
公表

（５）研究開発に係るマネジメント

①ネットワーク基盤

①ＩＣＴによる健康で自立して暮らせる社会の実現

（ユビキタスネットワークロボット技術等）

②人と社会にやさしいコミュニケーションの実現
（ユニバーサルコミュニケーション技術等）

③安心とうるおいを与える情報提供の実現（次世代映像伝送技術等）

①通信・放送ネットワークの耐災害性の強化等

②災害の状況を遠隔からリアルタイムに把握・蓄積・分析等を可能とする
センサーネットワーク

（３）社会にパラダイムシフトをもたらす
技術革新の推進

第３章
研究開発の

システムの在り方

第３章
研究開発の

システムの在り方
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第１章 研究開発に関する内外の動向

１ 研究開発に関する内外の動向

●環境問題をはじめとする地球規模の問題の顕在化、資源・エネルギー・食料の国際的獲得競争の激化、中国や
インドをはじめとする潜在的に大きな市場を擁する新興国の経済的台頭、経済のグローバル化が加速するとと
もに新興国市場における競争が一層激化。

●天然資源に乏しい我が国は科学技術力と人材こそが厳しい国際競争を勝ち抜き、優位な国際的地位を保持し続
けるための「資源」。

●東日本大震災による未曾有の被害、社会的・経済的な深刻な影響 あらゆる政策手段を動員して震災対応
に取り組む必要。

●今後５年間の科学技術の国家方針と位置づけられる「第４期科学技術基本計画」は、東日本大震災の発生に
よって本年３月中の閣議決定を見送り。８月中の閣議決定に向け総合科学技術会議において見直し中。

●我が国の将来にわたる成長と社会の発展を実現するための主要な柱として、①「復興・再生、災害からの安全性向上へ
の対応」、②環境・エネルギーを対象とする「グリーン・イノベーションの推進」、③医療・介護・健康を対象とする「ライフ・
イノベーションの推進」。

●科学技術全体の「研究費」対「国内総生産（ＧＤＰ）」の比率を比較すると、官民あわせた科学技術の研究開
発費（対ＧＤＰ比）では日本は世界のトップレベルの投資を維持。しかし、政府負担による研究開発費は、対
ＧＤＰ比で約０．７％の低水準の横ばいで推移。

●米国や欧州、中国、韓国等の諸外国では政府によるＩＣＴ分野の研究開発支援を強化。

（我が国を取り巻く状況）

（ＩＣＴ研究開発予算の動向）

（我が国の科学技術の基本計画）
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●国として今後取り組むべき研究開発課題を、主に社会経済が抱える課題（ニーズ）の面から分類し「研究開
発戦略マップ」を策定。

●研究開発課題を４分類に集約・整理し、それぞれの「目指す政策目標（成果のアウトカム）」、「技術分野
の概要」、「主な目標と期限」を明示するとともに、研究開発、標準化、実証・評価、市場展開のスケ
ジュールをロードマップとして記載。

●国が研究開発成果の支援を行う際には、研究開発戦略マップで明示された研究開発の目標やロードマップ等
に沿って、重点的かつ効率的な支援が行われるべき。

●世界規模でオープンイノベーションの取組が展開され、また研究活動や経済活動がグローバル化するなか、
国際標準化戦略を含めた知的財産戦略を研究開発戦略と一体的に推進していくことが必要。

＜今後の検討事項＞
●研究開発戦略マップは、日々刻々と変化する社会ニーズ等を踏まえながら本委員会において定期的に更新さ

れることが必要。

２ 今後取り組むべき研究開発課題

第２章 今後取り組むべき研究開発課題

（１）グリーン・イノベーションの推進 （２）ライフ・イノベーションの推進

（３）社会にパラダイムシフトをもたらす
技術革新の推進

（４）東日本大震災を踏まえた復興・再生、
災害からの安全性向上への対応

研究開発戦略マップの分類
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国として今後取り組むべき研究開発課題の一覧

①ＩＣＴの活用による省エネルギー化・低炭素化

＜スマートグリッドに関する通信技術＞ ○BEMS、HEMS等に関する通信技術

○電気自動車（EV)に関する通信技術 ○スマートメータリングに関する通信技術

＜その他のＩＣＴの活用による省エネルギー化技術＞

○多様エネルギー源からの最適発蓄送電技術

○資源再利用のための追跡システム技術 ○センサーネットワーク技術

①ＩＣＴによる健康で自立して暮らせる社会の実現

○ロボット技術 ○脳情報通信技術 ○ＩＣＴを活用した医療の高度化技術

○ＩＣＴを活用した医療連携技術 ○診断手段の高度化技術

○医療・介護現場及び関連機器のネットワーク化技術

②人と社会にやさしいコミュニケーションの実現

○ユニバーサルコミュニケーション技術 ○コンテキストアウェアネス技術

○ユーザーインターフェース技術

③安心とうるおいを与える情報提供の実現

○次世代放送衛星の周波数有効利用促進技術 ○次世代映像伝送技術

○放送・通信連携のオープンプラットフォーム技術

①ネットワーク基盤 ○新世代ネットワーク技術 ○テストベッド技術

②ワイヤレス ○ブロードバンドワイヤレスネットワーク技術

○ホワイトスペース等の周波数高度利用技術

○家庭内超高速ワイヤレスブロードバンド技術

○ワイヤレスM2Mセンサークラウド技術

③セキュアネットワーク ○クラウドセキュリティ技術【再掲】

○巧妙化するサイバー攻撃に対する検知・分析技術

○最先端ネットワークセキュリティ技術

○違法・有害コンテンツ対策のための誹謗中傷・公序良俗違反・ ネットいじめ等の

検出技術 ○安全なプライバシー情報の管理・加工・利用技術

④宇宙通信システム技術 ○災害時衛星通信システム技術

○ブロードバンドモバイル衛星通信技術 ○光ワイヤレス通信技術

⑤革新機能創成技術 ○超高周波ICT技術 ○量子ICT 技術 ○ナノICT技術

○バイオICT技術 ○時空標準技術 ○電磁波センシング・可視化技術

○電磁環境技術

①通信・放送ネットワークの耐災害性の強化等

○通信・放送ネットワークの耐災害性の強化に関する技術

○津波等の緊急警報を多様な情報通信手段を用いて伝える技術

○避難所や罹災者のための技術（人命救助、安否確認等） 等

②災害の状況を遠隔からリアルタイムに把握・蓄積・分析等を可能とするセン

サーネットワーク （センシング技術、プラットフォーム技術等）

（１）グリーンイノベーションの推進 （２）ライフイノベーションの推進

（３）社会にパラダイムシフトをもたらす技術革新の推進

（４）東日本大震災を踏まえた復興・再生、災害からの
安全性向上への対応

②ＩＣＴそのものの省エネルギー化・低炭素化

＜フォトニックネットワーク技術＞ ○フォトニックネットワーク伝送技術

○フォトニックネットワーク制御技術 ○フォトニックネットワークノード技術

＜クラウドの基盤技術＞ ○クラウド間連携技術 ○大規模分散処理技術

○省エネルギー化技術 ○クラウドセキュリティ技術

＜その他のＩＣＴそのものの省エネルギー化技術＞

○省電力ネットワーク技術 ○低消費電力デバイス・ハードウェア

※研究開発戦略マップより抜粋
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２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度 ２０２０年度

２０２０年度までの全体ロードマップ国として取り組むべき
研究開発課題

２０１１年度

①ＩＣＴの活用による省エネル
ギー化・低炭素化

②ＩＣＴそのものの省エネル
ギー化・低炭素化

①ＩＣＴによる健康で自立して
暮らせる社会の実現

②人と社会にやさしいコミュニ
ケーションの実現

③安心とうるおいを与える情報
提供の実現

（１）グリーンイノベーションの推進

（２）ライフイノベーションの推進

①ネットワーク基盤

②ワイヤレス

③セキュアネットワーク

④宇宙通信システム技術

⑤革新機能創成技術

①通信・放送ネットワークの耐災害性
の強化等

②災害の状況を遠隔からリアルタイム
に把握・蓄積・分析等を可能とする
センサーネットワーク

（３）社会にパラダイムシフトを
もたらす技術革新の推進

（４）東日本大震災を踏まえた復興・
再生、災害からの安全性向上
への対応

ＩＣＴの活用により、世界最高水準の環境負荷低減及び
省エネルギー化・低炭素化を達成した社会の実現

ＩＣＴの活用により、国民が心身ともに健康で、豊かさや、
生きていることの充実感を感じられる社会の実現

新たな価値創造による社会のパラダイムシフトの実現、
熾烈な国際競争を勝ち抜くための技術力創出

スマートグリッドに関する
ICTサービスの実現・普及

電気自動車(EV) 、
BEMS・HEMSの通
信技術導入・サービ
スの普及、展開 オール光ネットワー

クの実現

クラウドの基盤
技術の確立

高信頼・高品質なク
ラウドサービスの普
及・成熟

ﾈｯﾄﾜｰｸ型BMIｻｰ
ﾋﾞｽの実現

脳とICTに関する技術

を活用した情報通信ｼ

ｽﾃﾑの実現

シームレスな地域連携医療

ネットワークの実現

医療情報データベース等の

本格的活用

段階的に超臨場感コミュニ

ケーションシステム（高度遠

隔医療システム等）の実現

安心とうるおいを与え

る情報提供サービスの

実現

新世代ネットワークの

実現

いつでもどこでも接続

可能なブロードバンド

ワイヤレス環境の実現

安心・安全なネットワー

ク社会の実現

ＩＣＴの活用により、地震や津波等による自然災害や
重大事故等から国民の生命、財産を守る社会の実現

災害に強い通信・放

送ネットワーク等の

実現（短期的に取り

組めるもの）

災害に強い通信・放

送ネットワーク等の実

現（中長期的課題）

※研究開発戦略マップより抜粋 7



（研究開発プロジェクトのプロデューサー等の育成・発掘）

●研究開発の基礎部分から事業化までの全体シナリオを描きつつ、ビジネスモデルの確立及びプロジェクト管理、知的財産権の管理等の管理業

務を遂行する能力を有する「プロデューサー」の育成又は発掘が急務。

（バランス感覚を備えた人材の育成）

●研究開発に携わる人材には、各分野における深い専門知識のみならず様々な分野の見識を有し、幅広い視野で思考できるバランス感覚が必

要。異分野とのバランス感覚、コミュニケーション能力等を持ち、システム全体を評価できる能力を持つ人材の育成が必要。

（グローバルな人材の育成・確保）

●国際的に優位にある技術分野において、今後も諸外国との競争で優位に立っていくためには、グローバル市場を念頭に人材供給の確保

や特定分野に重点化した人材育成を行うことで優れた研究者・技術者を確保することが必要。

（技術伝承のための対応）

●国の安全保障や安全な国民生活の実現につながる通信技術等、国が中心となって取り組むべきであっても、技術伝承が難しくなりつつある

技術に対しては、当該技術分野における一定の技術レベルを堅持するために必要な人材育成及び確保が必要。

（産業界と大学の間のミスマッチの解消）

●産業界の求める人材と大学教育との間のミスマッチを解消することが喫緊の課題であり、研究開発プロジェクトや競争的資金等を活用した人材

育成を推進。

（その他）

●生まれた時からインターネットやパソコン、携帯電話のある生活環境の中で育ってきた世代、いわゆる「デジタルネイティブ世代」が十分な活躍を

出来るようにコンテストの実施などにより人材発掘が必要。

（１）人材の育成

第３章 研究開発のシステムの在り方 8



（研究開発の戦略的な実施）

● 技術競争のスピードが速くなっている昨今、「研究開発→実証実験→国際標準化→実用化」のような、いわゆる「バケツ・リレー」ではイノ

ベーション創出の国際的なスピード競争に即していない。

●研究開発の初期段階から基本概念の標準化を進め、実証実験の結果を研究開発にフィードバックするなど、研究に関わる様々な活動

を有機的に組み合わせて、同時並行的に推進していくことが必要。

（研究開発基盤の整備）

●ネットワークの基盤技術の研究では実用に供されているネットワークを研究開発に活用することが困難であるため、実環境に近いネット

ワークを模擬した環境の構築が必要。 研究開発の初期の段階からテストベッド（実運用環境に近づけた試験装置）を構築が必要。

（国による研究開発の推進）

●研究開発を推進するにあたっては基礎研究から実用化までのフェーズに応じた、より効率的な仕組みを設けることが求められる。

●基礎的な研究開発：研究開発期間が長期にわたるとともにその成果が直ちに事業化に結びつきにくいなど高リスク。

引き続き、国から民間企業・大学等への委託研究開発、独立行政法人が中期計画に基づいて実施する研究開発が重要。

●実用化に向けた研究開発：「死の谷」を越えるためのブレークスルーやイノベーションの実現が重要。そのため中小企業・ベンチャーが

実用化に至るまで研究開発の助成措置が必要。

●異分野との共同研究：実用化までを見据えて関係機関の調整を行うコーディネータの配置や連携の場の設定が有効。

●競争的資金による研究開発：「多段階選抜方式」の導入によって埋もれてしまいがちな中小企業・ベンチャーの斬新な技術を発掘。

（２）研究開発の効果的な推進の仕組み
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●我が国は、地上デジタルテレビ放送、ワイヤレス、光アクセス等、技術分野で他国に比べて優位性を有し

ているが、製品・サービスと展開しようとする相手国において他国製品に市場シェアを奪われている分野

が多く、技術優位性を十分に活かしきれていないとの指摘。

ＩＣＴ分野の国際共同研究や国際実証実験を通じたオープンイノベーション環境を構築し、国内企業

が相手国のニーズに合致した製品・サービスを積極的に展開することが有効。

●関係府省、自治体等の関係機関の連携協力した幅広い支援が有効。

（地域におけるニーズへの対応）

●地域コミュニティのニーズを発掘し、ニーズに合致した研究開発を促進することにより、地域の特性を活

かしたＩＣＴによる地域社会づくりを進めることが重要。

地域の分野横断的な産学官連携の強化、地域に密着した研究開発体制の構築が必要。

（研究開発拠点の活性化）

●我が国全体としての研究開発力を高め、国際競争力の強化を図るためには、地域の特性、強みを活かして

各々の研究開発拠点の活性化を図ることが重要。

（３）国際競争力の強化

第３章 研究開発のシステムの在り方

（４）地域のための研究開発
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（知的財産権）

●先端技術開発や優位性を有するコアコンピタンス技術（他社に真似できない核となる技術）を戦略的に活用

するビジネスモデルの確立と知財マネジメントによる競争力確保を進めていくことが重要。

（研究開発の評価）

●ＰＤＣＡサイクルを効果的に運用することにより、研究開発の終了前の段階であっても成果が期待できなく

なった研究開発は中止・縮小し、逆に大いに期待できるものは計画を前倒しする等の対応が必要。

●そのためには、現在実施している事前・採択・継続・中間・終了・追跡の各段階における検証並びに評価、

それらに基づく見直しを行い、そのプロセスも含めて公表することが求められる。

●国による研究開発には基礎研究をはじめとして、必ずしもビジネスに直結しないものもあるが、研究開発の

推進に際しては検証・評価・見直しを継続的に行うなど、アウトカム目標（研究開発の成果による社会に対

する便益の目標）を見据えた事業運営が求められる。

（５）研究開発に係るマネジメント
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